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はじめに
全国で野生鳥獣による農林水産業への被害が深刻化しているため，「鳥獣の
保護及び狩猟の適正化に関する法律1」（以下，「鳥獣保護法」といい，「現行法」
又は「法」と略すこともある。）が，「鳥獣の保護及び管理ならびに狩猟の適
正化に関する法律2」（以下，「鳥獣保護管理法」又は「新法」という。）に名称
変更の上改正された3。改正の過程では，捕獲技術を持つ団体の認定制度をつく
り，認定した団体には銃を使うことができる時間を延長する（新法14条の2）
ことや，都道府県知事の許可を受けた者に麻酔銃の利用（新法38条の2）を認
めること，網猟免許及びわな猟免許の取得年齢を20歳以上から18歳以上に引
き下げる（40条）という規制緩和等も検討され盛り込まれた4。
この背景には，一部の鳥獣5が，中山間地域の過疎化，耕作放棄地の増加，
1　2002年（平成14年）7月12日法律第88号。
2　2014年（平成26年）5月30日法律第46号。
3　改正に関しては，拙稿（2014）「鳥獣保護法改正の論点整理――法律名に「管理」が加わる
ことに関する法学的な一考察」富大経済論集60（2），149-192頁を参照のこと。
4　中央環境審議会・自然環境部会・鳥獣保護管理のあり方小委員会等にて鳥獣保護管理に関
する議論がなされた。
5　「鳥獣」とは，鳥獣保護法2条1項で規定する「鳥類又は哺乳類に属する野生動物」をいう
こととする。
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狩猟圧の減少等により生態系及び生物多様性のバランスを欠くほどに増えすぎ
ているということが挙げられる6。環境省は，ニホンジカを例にすると，生息数
の１割程度としている現在の駆除のペースでは，2025年度には北海道を除く
全国で2011年度の約2倍の500万頭まで増えると推計した7。そのため環境省と
農林水産省は2013年12月に，ニホンジカ及びイノシシの生育頭数を10年後ま
でに半減を目指すという目標を示した8。さらに，これらの鳥獣の生息域は，思
わぬほどに広域化しており9，それゆえ，管理捕獲10のペースを速めねばならず，
大量の一斉捕獲や高山帯・亜高山帯，市街地周辺といった特別な配慮が求めら
れる区域での捕獲が必要になるとして，法改正がなされたのである11。よって，
現在及び今後はより一層，現行法又は新法の下で，全国的にも被害が深刻なニ
ホンジカやイノシシなどを効率的に管理捕獲するため，態勢強化が図られてい
くことが予想されている。とすれば，より広範かつ配慮が必要な土地において
の管理捕獲が求められるようになるといえよう。
そもそも野生動物は移動するものであり，又は，捕獲が許可されていない区
域とそうでない区域が並存する地域にあっては，その対策にはより困難な事態
が想定される。管理捕獲対象の鳥獣が，管理捕獲対象外地域に一時的に逃げ込
み数々の対策が水泡に帰すということにもなりかねないからである。ゆえに，
6　国立公園等における生態系への被害については ,前回の法改正において対応済である。
7　数値は環境省（2013）「統計処理による鳥獣の個体数推定について」にある，階層ベイズ法
を用いてのものである。
8　全国農業新聞2013年12月20日版 http://www.nca.or.jp/shinbun/about.php?aid=5480（2014
年5月8日閲覧。）。
9　例として，岐阜大学の野生動物総合対策推進事業における下層植生退行度（SDR）調査等
により判明している。
10　「管理」とは，鳥獣保護管理法2条3項で規定する「生物の多様性の確保，生活環境の保全
又は農林水産業の健全な発展を図る観点から，その生息数を適正な水準に減少させ　又はそ
の生息地を適正な範囲に縮小させること」であるとし，「管理捕獲」はそのための捕獲を指
すこととする。
11　信濃毎日新聞（信毎web）2013年8月30日の「鳥獣駆除の団体認定制度　環境省検討　
深刻な食害で」の記事（2013年9月6日閲覧）。
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管理捕獲は地域全体で進めねば奏功しないという性質をもっているといえる。
いみじくも，新法への改正における管理の担い手確保のための公私協働の進展
と，鳥獣保護管理事業計画を支柱とする計画的管理手法の導入等は各地で奏効
しつつあるが，所有権の議論すなわち狩猟12対象地及び管理捕獲対象地をより
広く確保するための土地所有者（管理者又は占有者含）（以下，「土地所有者等」
という。）と狩猟者（管理捕獲に従事する者含）（以下，「狩猟者」という。）と
の関係に係る法制度設計には着手されておらず，不十分さを残しているといえ
る。よって，狩猟及び管理猟区制における該当地域を広げるためにもいくばく
かの検討ができないかと試論することが本小稿の最終的な目的である。
狩猟は，鳥獣保護法に基づいて，狩猟に係る行為が禁止又は制限されている
区域が規定されている。具体的には，指定猟法禁止区域（法15条），鳥獣保護
区（法28条，28条の2），休猟区（法34条），特定猟具使用禁止・制限区域（法
35条），猟区又は放鳥獣猟区（法68条以下）である。その他として特に土地所
有者等との関わりでは，法17条に，「垣，さくその他これに類するもので囲ま
れた土地又は作物のある土地において，鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等を
しようとする者は，予め，その土地の所有者の承諾を得なければならない」こ
とが明文化されている。とすると，狩猟者は，明文で禁止されている区域及
び，垣やさく等で囲まれ又は作物のある土地以外で，法定猟法を守るのであれ
ば13，所有者等の許可を得ずとも狩猟ができることとなっているとも解される。
いわゆる「乱場」方式14である。
12　「狩猟」とは，鳥獣保護法2条4項で規定する，法定猟法により，狩猟鳥獣の捕獲等をする
ことをいう。本稿では，管理のための狩猟行為を別途管理捕獲と記しているが，広義には管
理捕獲は狩猟の一類型である。
13　狩猟には，別途禁止猟法の定めがある。例として現行法の下では，銃猟に関しては，日出
前及び日没後の銃猟，住居が集合している地域や広場・駅等の多数の者の集合する場所での
銃猟， 弾丸の到達するおそれのある人・飼養若しくは保管されている動物・建物若しくは電
車・自動車・船舶その他の乗物に向かっての銃猟等が禁じられている。
14　鳥獣保護法・銃砲刀剣類所持等取締法（以下，「銃刀法」という。）のルール遵守を前提に，
禁猟区と法17条の私有地以外であれば，どこでも自由に入って狩猟できると解する方式。
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しかしながら，この「乱場」方式は，現代社会においては十分にはコンセン
サスを得られているとはいえず，各地の歴史的背景や習俗に委ねるところも多
い。よって，狩猟者と土地所有者等との関係が慣習的に築かれていない場所で
は，狩猟者の存在は土地所有者等には「生態系の保全者15」というよりは脅威
ととらえられがちであり，他方，狩猟者にとっての土地所有者等は，所有権を
盾に狩猟者の侵入を排除しようとする邪魔な存在にも捉えられがちである16。
すなわち，鳥獣保護法の目的規定（法1条）には従前から生活環境の保全及
び農林水産業の健全な発展があり，2002年（平成14年）改正時には，「生物多
様性の確保」が追加された。しかし，それらの目的を達成するためには狩猟圧
を高め管理捕獲もせねばならなくなっており，そのための狩猟鳥獣17（法2条3
項等）及び保護管理事業計画（新法4条以下）に関する具体的記述は現存する
又は創設され次第に整備されてきたものの，実際に現場で狩猟又は管理捕獲に
15　筆者は狩猟者を ｢生態系の保全者｣ と位置づけており ,それは , 筆者がペンシルバニア州
の鳥獣行政について触れた雑誌PENNSYLVANIA GAME NEWS（Pennsylvania Game 
Commission刊）におけるWildlife Population Management（個体数管理）に関する記述
等から影響を受けたものである。さらに ,狩猟者は（漁業者に類似の性質，すなわち）鳥獣
に関しての使用・収益・処分の排他的権利者という側面も有している。かつては無主物の管
理も狩猟者まかせでまかなえていたものが現況ではもはやおぼつかなくなっており，今後は
より積極的な「個体数管理」をしていかねばならなくなっている現状においては ,生態系の
保全者創生のためのより現代的な制度設計及びそのための工夫が求められると考えている。
16　Web上には例として，「Yahoo Japan知恵袋」等に，「狩猟の許可さえあれば人の土地に
勝手に猪の罠を仕掛けても良いものなのでしょうか？」等の質問が投稿され，複数の回答
も寄せられており，狩猟者に自身の所有する土地に立ち入らせたくないという土地所有者
等の思料及び試みのいくつかが窺える。http://detail.chiebukuro.yahoo.co.jp/ga/question_
detail/q1036333390（2014年11月22日閲覧）。対する狩猟者側の意識は，狩猟者に対するア
ンケート（高橋満彦（2013）「管理捕獲を巡る法制度のあり方」平成25年度「野生生物と社
会」学会報告）によれば，入猟は地主や地域との関係で可否が決定されるものの，地主の個
別の承諾はなくファジーな関係性であること，但し狩猟者間では互いの縄張りがあるという
ことが明らかにされている。
17　「狩猟鳥獣」とは，法2条3項で規定する，その肉又は毛皮を利用する目的，生活環境，農
林水産業又は生態系に係る被害を防止する目的その他の目的で捕獲等の対象となる鳥獣（鳥
類のひなを除く。）であって，その捕獲等がその生息の状況に著しく影響を及ぼすおそれの
ないものとして環境省令で定めるものをいうこととする。
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携わる狩猟者の役割や，その土地上に野生鳥獣が棲息する土地所有者等の果た
すべき事柄についての明確な記述は現行法及び新法にも無い。そのため，狩猟
者の減少と狩猟文化の衰退とともに，狩猟者，土地所有者等及びそれらを位置
づける地域社会との関係がより築かれづらくなってきているといえる。更に法
17条は，土地所有者等と狩猟者の関係を示したものであり，柵等で囲えば土
地所有者等の権利が守られることになっている。折しも柵やフェンスは狩猟者
に対してではなく，有害鳥獣に対してのものとなった現在においては，狩猟者，
土地所有者等，地域の人々との関係をよりクリアにして法制化していく必要も
感じている。
そこで，本稿では，ペンシルバニア州法の変遷の検討により，現行法17条
解釈及び適用への示唆を検討するものとする。ペンシルバニア州法を選んだ理
由は以下の３点である。1点目として，日本と同様に先進国であるアメリカで
あり，20世紀後半以降にシカ等が増加したための各種の対応をしている点が
日本に類似しているからである。2点目として，ペンシルバニア州は，かつて
その州憲法18に現行法17条に類する規定を持っていた。現在ではその条文は削
除されているが，同内容は不法侵入条項に受け継がれている19。そして，主と
してその後成立したいわゆる有限責任レクリエーション法（Limited Liability 
Recreation Statute）である「土地と水のレクリエーション利用に関する法 
（Recreational Use of Land and Water Act：1966年制定20，以下「RULWA」
という。）」によって土地所有者等と狩猟者との関係を具体的に規定・運用して
いる。有限責任レクリエーション法に関しては，当該法の存在そのものが土地
所有者等に周知されていないというほどに有効に活用されていない州（例とし
てイリノイ州，ニューヨーク州）も散見されるも21，ペンシルバニア州では大
18　PA.CONST. of 1776, §43. ただし1790年改正時にはこの条項は削除された。
19　18PA. CONS. STAT. ANN.§3503 (West 2000) Cnininal Trespass.
20　68. P.S.§477.
21　Tommy L.Brown & Terry A. Messmer, Trends in Access and Wildlife Privatization, in 
WILDLIFE AND SOCIETY, 275, 278 (Michael J.Manfredo & et al.ed., 2009)．
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変有効に活用していることが伺える。更に，この法は，判例や世論を踏まえ改
正がなされており22（筆者が注目している改正は2007年6月30日改正である23），
これは，筆者が志向する野生鳥獣という狩猟資源を土地所有者等，狩猟者及び
住民らが共同管理していく仕組み形成の過程に制定法が関わるものといえ，日
本法の今後を検討する上でも有益な示唆を与えうると考えるからである。3点
目に，経済的手法ではなく合意及び調整手法がとられていることである。土地
所有者等にその所有する土地を狩猟者にアクセス可能とさせるための施策は全
ての州で実施されている。その手法には，大きくは2つの方法がある24。一つは
狩猟者から土地所有者等への損傷を少なくすることで25，土地所有者等に掲示
をさせないようにすることであり，もう一つは，アクセス可能としてくれた土
地所有者等に報酬（reward）を与える制度をつくり奨励することである。報
酬には経済的なものを設定している州（例としてワイオミング州26）もあるが，
それはともすると野生鳥獣及び管理プロセスの私有化及び産業化あるいは公費
支出の増大につながる27ため望ましくないと筆者は考えており，狩猟や捕獲の
公益性及び公役務性が増す中では利害関係者のより協調的な制度設計が望まし
いと考えている。そうしたところペンシルバニア州は， 上記RULWA の制定
及び改正において土地所有者の責務を減らすといういわば法的な地位に関する
報酬を与えることによって調整をしており，学ぶべき点が少なくはないと考え
たからである。
22　Tommy L, Brown & Terry A. Messmer, Supra notes 21, at 278-279によれば，法改正の
多くはレクリエーションへの対象とする活動状況を拡張するものである。しかし，本件改正
はそれらに類するものではなく，土地所有者等，狩猟者及び地域住民との関係を規定するも
のである。
23　P.L.42, No.11,§1, imd.effective．
24　THOMAS A. LUND, AMERICAN WILDLIFE LAW 71（1980）.
25　例としてペンシルバニアでは入猟中に不動産や利用財産を損傷した狩猟者の狩猟免許をと
りあげることを規定している（PA. STAT. ANN. tit. 34§2509, 2711）．
26　土地所有者等が狩猟動物からうけた損傷に対して補償する規定がある。但し，改定により
対象となる狩猟動物の種類は少なくなってきている。（WYO. STAT. §23. 1-901).
27　See. e. g., Tommy L, Brown & Terry A. Messmer, Supra note 21, at 282.
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よって，はじめに植民地時代からの米国における狩猟者及び土地所有者等の
権利関係をペンシルバニア州に注目して概括する（1）。次に現在ペンシルバ
ニア州では，狩猟者に対して狩猟可能地域をより広く設定することを目的と
して土地管理局ゲームコミッション（Pennsylvania Game Commission:以下
「PGC」 という。）を中心として28，土地所有者等に各種の働きかけをしている。
なかでもハンター・アクセス・プログラム（Hunter Access Program）は大き
な貢献をしており，この政策とその裏づけとなっているRULWAについて紹
介する（2）。その上で，2007年のRULWAの改正について取り上げる。即ち，
狩猟者グループと土地所有者等グループとの間のコンセンサスを制定法に折込
み，より適正な関係性を構築しようとしている事例である（3）。以上を踏まえ
日本法における狩猟者と土地所有者等の関係を整備していく上で必要となって
くる考え方（法理）と手法について若干の試論を行う（4）。
１．米国における土地所有者等と狩猟者との関わり
（１）掲示法（posting statute）
米国における土地所有者等と狩猟者とのかかわりに関する制定法には，大別
すれば次の2種類があるといえる。一つは，土地所有者等がもしも土地所有者
等が狩猟者の侵入を望まないのであれば狩猟者を侵入させないという掲示を要
求する法であり，もう一つは，狩猟者に狩猟をするときには土地所有者等から
明確な許可を得ることを要求するものである29。
現代（2004年当時）の29の州は，前者にあたり，例として「No hunting!」 
等の掲示（posting）によって狩猟者を土地所有者等の土地から締め出す規定
をもっている。なかでも24の州は，明示的に狩猟を拒絶することに関して掲
28　PA. STAT. ANN. tit. 34 Chap 3.
29　Mark R. Sigmon, Hunting and Posting on Private Land in America, 54 DUKE L.J.549, 
558（2004）.
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示することを，制定法によって要求している30。これが典型的な掲示法（posting 
statute）であり，その内容は土地所有者等に狩猟者を侵入させないための掲
示を要求するものである。そして， 24の州のうちの9つの州は，囲われていな
い又は耕されていない土地についてのみ掲示を求めている。それは，囲われた
又は耕された土地は，すでに狩猟を禁じる旨が了知されているというコンセン
サスに基づくものであり，主に農業を狩猟者がその地に分け入ることによる破
壊から守るためでもある31。他方，3つの州（本稿で取り上げるペンシルバニア
州32，ワシントン州，ウィスコンシン州）では，土地所有者等に狩猟者を締め
出すために掲示するという制定法は無いが，一般的な不法侵入に関する制定法
が，その所有する土地上にいかなる理由によっても他人を侵入させたくない場
合には，土地所有者等には掲示を要求している33。
なお，土地所有者等の側からは，この掲示法の意味は，もしも狩猟者が掲
示された土地に入れば刑罰を科せられるということであるとうけとめられて
いる。ゆえに，土地所有者等の有するコモンローによる締め出す権利の行使
を妨げるわけでも掲示されていない土地上における不法侵入に対する民事上
の救済請求を妨げるものではないという議論（訴え），さらにはそれらの権
利を妨げるのであれば，本条項は合衆国憲法修正第5条に違反する公用収用
（unconstitutional taking）であるという議論（訴え）もある34。すなわち，制
定法はあれどもその解釈と適用に関して，土地所有者等と狩猟者との間には，
その土地利用のあり方や狩猟の安全性，狩猟者のマナー等に関する相容れない
対立が確認でき，常に緊張感があるといえよう。
このように現在においては各州で制定法の内容が分化しているのであるが，
30　Id. at 558-559.
31　Ibid. 
32　Supra note 19.
33　Mark R. Sigmon, Supra note 29 at 559. 
34　Id. at 549-550. See. e.g. Froelich v. Hoeven, No.03-C-0709 (Sioux County, N.D.filed May 
21, 2003).
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ここに至る経緯を次節にて概観する。
（２）植民地時代のアメリカ
14世紀の英国において，狩猟は紳士のスポーツ（gentlemen’s game）であ
ると性格づけられていた35。その理由の最たるものは，土地所有者等のみが，
彼らの所有する土地上の狩猟鳥獣（game）を得る資格を与えられていると考
えられていたからである。よって，土地を所有しない者は，狩猟鳥獣を消費す
ることも，彼らの農作物が台無しにされようともそれを阻むことすら十分には
できなかった36。
18世紀になり同じく英国でこの問題に対してアカデミックな議論がなされ
た。まずウィリアム・ブラックストン卿（Sir William Blackstone）が，土地
所有者等は，その土地の上にいる狩猟動物について内在的な権利（inherent 
right）などもっていないと主張した。なぜなら，土地所有者等が保有するそ
の土地上の狩猟動物に対する権利は，王からの授権に基づくものであって，こ
れらの権利は本来的には王に属するものである。とすれば，狩猟動物に対する
権利は貴賎とを問わず全員に与えられるものであろうと考え，自由狩猟（free 
taking）という考え方を示した37。
これに対して，エドワード・クリスチャン教授（Professor Edward 
Christian）が，もはや王は私有地にいる狩猟動物に対しての権利を持たない
のであり，土地所有者等は彼らの土地の上の狩猟動物に関して排他的権利を有
すると主張した38。
米国内の植民地（本稿では「ニューイングランド」という。）においては，
このクリスチャン教授の説が広まっていた。よって土地所有者達は，彼らの所
35　THOMAS A.LUND, Supra note 24 at 8；See 13 RICH.2,C.13,§ 1(1389).
36　Mark R. Sigmon, Supra notes 29 at 552-553.
37　THOMAS A.LUND, Supra notes 24 at 20-21; See 2 WILLIAM BLACKSTONE, 
COMMENTA-RLES ON THE LAWS OF ENGLAND 403（http://avalon.law.yale.
edw/18th-century/blackstone_bk2ch27.asp:2014年11月12日閲覧）．
38　Id. at 21-22.
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有する土地上の狩猟動物に対する所有権を主張するだけで，狩猟者を彼らの土
地から締め出すことができた。しかしながら，ブラックストン卿の自由狩猟が
可能であるという説が次第にニューイングランドにおいて席巻することになっ
た39。英国とは異なり，米国では野生鳥獣が捕獲されすぎるという心配もなく，
加えて，ニューイングランドでは農業は重要な生業であったにも関わらず，野
生鳥獣は農業を妨げる存在であったためでもある40。
このブラックストン教授の自由な狩猟が可能であるとする説は，2つの議
論に対峙した。一つは，野生動物に対する人々の権利は，土地の権原に基づ
くものであるというものである。しかしながら，米国の初期の裁判所は，君
主（政府）に帰属する最高位の主権（inherent indefeasibly in the powers of 
government）と所有権を分離させることで解決を図った。すなわち，土地所
有者等は，君主（政府）に帰属する最高位の主権から，狩猟動物に関しての受
託者という地位を与えられているのみであり，狩猟動物による受益は万人に享
受されるべきものであるという発想である41。もう一つは，土地所有者等が狩
猟者を締め出すために，土地所有者等は英国法類似の特権を持っているという
ものであった。しかしこの議論には，米国の初期の裁判所はその考え方は米国
のものではないとして圧倒した42。
以上のような経緯で概して自由狩猟は可能となったのであるが，併せて，土
地所有者等は狩猟者は不法侵入者であると述べることで狩猟者を彼らの土地上
から締め出すことが可能となった。というのも，自由狩猟という理論は，狩猟
者は他人の私有地に自由に入ることができるということまでを担保するもので
はなかったからである。このように土地所有者等の権利を守りながら，米国の
立法者は，狩猟はすべての人に可能なことであるとして，そのような狩猟権と
39　Id. at 20.
40　Id. at 19.
41　Id. at 26.
42　Id. at 26. See Johnson v. Patterson, 14 CONN.1,5 (1840).
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いうものを新しい権利（right）として創設したのである43。
（３）ペンシルバニア州法
こうした理論が制定法のなかに形として現われることになるのが17世紀以
降である。はじめに，ニューイングランドの人たちには，湖で魚や野鳥を獲る
ために開発されていない私人の土地の上を横切る権利が法律によって許され
た44。しかしながら，これでは狩猟者に開発されていない他人の土地への侵入
を可能としただけであり，その土地上での狩猟が可能となったわけではなかっ
た。そこで，立法者は次の手を講じることとした45。
それが，囲われていない他人所有の土地（unenclosed land）に狩猟者が入
る権利を，米国憲法によって保障するということであった46。これはペンシルバ
ニア州憲法47とバーモント州憲法48において達成された。殊にペンシルバニア
州では，1696年という早い段階で草稿の中にこの権利は認められていた49。尚，
現行のペンシルバニア州憲法１条27節には「自然資源と公の財産（Natural 
resources and the public estate）として「ペンシルバニアの公共の自然は，
来るべき世代も含めてすべての人々の共通の財産であり，これらの受託者とし
て，州政府がそれらをすべての人々のために保全し維持すること」が明らかに
されている。ここには政府が受託者として，州民共通の財産である自然資源を
管理するという「公共信託」という考え方が確認できる。
更に，憲法で認めることは出来なくとも，サウスキャロライナ州裁判所でこ
43　Mark R. Sigmon, Supra note 29 at 555.
44　THOMAS A.LUND, Supra note 24 at 24. :See Barrows v. McDermott,73 Me.441(1882).
45　Id. at 25.
46　この方式は日本法においては現行法17条の「乱場」方式であるといえよう。
47　See PA. CONST.of 1776,§43. 但し1790年改正によってこの条項は削除された。 
48　See VT. CONST. of 1777,§39. この条項は§67として現存している。
49　Mark R. Sigmon, Supra notes 29 at 556.
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の権利を認めたメルクマール的な判例50がでた。裁判所は，「森林や囲われて
いない土地における野生動物の狩猟は，移民者たちが来た時代から認められて
きたものであり，土地の所有者はその土地を柵等で囲っていない場合は他者が
その地で狩猟行為をすることを妨げることはできない」と判示した。連邦最高
裁判所も同様の判決を1922年に下している51。この判決では，柵等で囲まれて
いない土地と耕されていない土地は狩猟者に対して開かれているとこの国では
理解されているということだけに留まらず，土地所有者等が適切に狩猟者の行
為を確認して禁じるまでは狩猟者は狩猟が出来ると示した52。
ここで米国法は英国法と袂を分かったと言える。加えて，ここにブラックス
トン教授の自由狩猟説でもなく，クリスチャン教授の土地所有者等の帰属でも
なく，第三の説が誕生した。それは，私有地への狩猟者のアクセスの規制には
掲示法，すなわち土地所有者等に彼らの所有する土地上での狩猟を許可しない
のであればそれを示す標識（sign）を掲げることを求めると法に規定するとい
うことであった53。こうした法の整備より，私有地は狩猟者に原則として開か
れており，土地所有者等にもその土地上での狩猟者による狩猟を許可するかど
うかという二者択一ができるようになっているのである。そして，この制定法
が，狩猟者に他者の所有地における狩猟が許されるという根拠を与えているこ
とにもなっているのである。
ここでペンシルバニア州についてまとめると，囲われていない他人所有の土
地（unenclosed land）に入る狩猟者の権利を1776年に憲法に規定した。これ
は現行法17条の「乱場」方式に類似のものであったといえる。しかしながら，
この州憲法の条項は1790年改正で廃止されている。その後は，米国において
50　M’Conico v. Singleton,2 MILL CONST.244,9S.C.L.244(S.C.CONST.App.1818). :See 
ERIC T. FREYFOGLE, NATURAL RESOURCES LAW－PRIVATE RIGHTS AND 
COLLECTIVE GOVERNANCE,77-82(2007).
51　McKee v. Grantz, 260 U.S.127(1922).
52　Id. at 136.
53　THOMAS A.LUND, Supra notes 24 at70-72．
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多数を占める掲示方式ではなく，刑法における不法侵入の条項及びRULWA
で規定しているのであり，そのRULWAも改正されながら土地所有者等と狩
猟者及び地域住民との関係が保たれていることになる。
２．ハンター・アクセス・プログラムとRULWA
（１）ハンター・アクセス・プログラム
ハンター・アクセス・プログラムに関しては， PGCが毎月発行している
PENNSYLVANIA GAME NEWS82巻9号（2011年9月号）の記事54から多く
を引用する。
ペンシルバニアの私有地は，野生生物の保全の上でも狩猟の場所としても重
要である。狩猟のためのパブリック・アクセスの確保には，狩猟者と土地所有
者等との協力関係が必要といえるところPGCは，狩猟者と土地所有者等との
協調関係の構築を80年ほど続けている。
始まりは1936年の「協力的な農地の狩猟鳥獣プログラム（Cooperative 
Farm-Game Program：以下「Farm-Game Program」という。）の開始であり，
狩猟鳥獣の棲息地の確保がなされた。これは，人が棲息する地の近くに猟場を
確保する試みでもあり，無責任な狩猟者から土地所有者を守り，野生鳥獣のた
めの重要な生息地を確保するものであった55。
そのプログラムは奏功して，狩猟者はより狩猟の機会を求めるようにな
り，他方，農業従事者は，わなを含む狩猟の伸張及び野生生物の棲息地の増
加もあいまって，より狩猟鳥獣の個体数管理を望むようになった。そこで当
初は州の東南地域で広がった試みであったが，州全域に広がった。さらに，
「小エリアでの協力的プログラム（Cooperative Safety Zone Program:以下，
54　Benjamin.C. Jones, Gary R.Camus,＆ Michael T.Pruss, PENNSYLVANIA’S HUNTER 
ACCESS PROGRAM, PENNSYLVANIA GAME NEWS82（9）, 20-22（2011）. なお, PGC
の行ってきた1895-1995という100年間の野生生物保護管理に関しては, JOE KOSACK, 
THE PENNSYLVANIA GAME COMMISSION 1895-1995 (1995)に詳しい。
55　Id. at, 20． 
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「Safety Zone Program」という。）と，「広域森林地域での協力的プログラム
（Cooperative Forest Game Program:以下，「Forest Game Program」とい
う。）も加えられた56。
今日では，州全域にハンター・アクセス・プログラムが広がり，およそ
14,000の土地所有者等が協力者となり，300万エーカー以上の土地で，所有者
も狩猟者もWIN-WINの関係を築いている57。
ここで，ハンター・アクセス・プログラムに加盟することで，土地所有者等
が協力者となるメリット（benefit）には以下のようなものがあると紹介され
ている58。
１）土地所有者の義務が軽減されること（Landowner Liability Protection）
1966年にペンシルバニアの立法府はRULWAを制定した。この法の制定に
よってハンター・アクセス・プログラムに登録する者には，RULWAの保護が
もたらされることになる。併せて，PGCの標識（sign）には，安全を確保す
るためのものや，住宅の周りでの狩猟を禁じるものもあり，それらを随時活用
できるようにもなる。
２）法令遵守を促す（Increased Law Enforcement）
残念なことに，多くの土地所有者等が，狩猟者の違法な行為に直面している。
例えば，所有地上にごみを散らかされることや，まとまったゴミの不法投棄，
全地形走行車両の違法な乗り入れ，野生鳥獣の違法な殺傷等である。狩猟者た
ちは，彼らのこうした行為を「Posted（掲示）」「No Trespassing（不法侵入
禁止）」「No Hunting!（狩猟禁止）」等という標識を見たときに深く後悔する
ことになる。ハンター・アクセス・プログラムは，狩猟者に，こうした違法な
行為を行うことで彼らの狩猟可能な地域を狭めないために，違法行為の実施を
踏みとどまらせる効果があり，それは併せて土地所有者等の利益になるもので
56　Ibid.
57　Ibid.
58　Id. at 20-22.
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もある。また，土地所有者等が，侵入者によって荒されると困ると考えるエリ
アには踏み込まないようにと示す各種の標識も準備されており，それらが遵守
されているかどうかはPGCのスタッフが，特に狩猟期を中心にパトロールも
している。この点も土地所有者等には有益である。
３）ゲーム・ニュースの提供（Game News Subscription）
加盟している土地所有者等には，ゲーム・ニュースを提供している。一時休
刊となったが読者の要望で復刊したほど，この雑誌の威力は大きい。
４）生息地増進活動（Habitat Improvement Work）
1936年にハンタ ・ーアクセス・プログラムがはじめられた当時の目的の一つは，
私有地の中に野生動物の生息地を確保することでもあった。現在は，それを連
邦政府の「自主的なパブリック・アクセスと生息地増進を促進するプログラム
（Voluntary Public Access and Habitat Incentive Program59：以下「VPA-HIP」
という。）」の基金をもらいながら実施している。野生植物の保全に協力し，生
息地の増進に協力する土地所有者等には補助金も支払われている。
５）野生動物の個体数管理（Wildlife Population Management）
狩猟者は，野生鳥獣の保全者の筆頭に位置づけられるものであり，個体数管
理の基本を継続的に担う存在である。しかし，行政機関が不適切な狩猟者から
は許可証を剥奪すること及び野生鳥獣への迷惑行為を取り締まっているにも関
わらず，未だに私有地へのアクセスが妨げられる事例は後を絶たない。
６）土地所有者等用の狩猟免許（Landowner Hunting License）
土地所有者等用の狩猟免許というものがあり，80エーカー以上の土地を登
録した者が有資格者とされている。
59　The Wildlife and Sport Fish Restoration Program of the U.S. Fish and Wildlife 
Service & The Association of Fish and Wildlife Agenciesの発刊したパンフレットTHE 
APPRECATION of ACCESSの 記 事（Assessing the Economic Benefit of the Voluntary 
Public Access and Habitat Incentive Program(VPA-HIP)（2011））, 及びPGCにおけるヒア
リングによれば ,ペンシルバニア州はカンザス州についで全米第二位の高額基金取得をした
州である。
457
－42 （　  ）－
７）土地所有者等用の角の無い（メス又は若い）シカの狩猟免許（Landowner 
Antlerless Deer License）
土地所有者等は，シカ個体数管理援助プログラム（Deer Management As-
sistant Program: DMAP）とは別に，角の無い（メスもしくは若い）シカの
狩猟免許を取得できる。
８）シーディングと鳥の巣箱（Seeding and Bird Boxes）
PGCの苗木プロジェクトは，大変質が高いと評価されている。土地所有者
等はこのサービスが無料で受けられ，また，鳥の巣箱の提供も受けられるので
あるから，これらは協力者に大変喜ばれている。
以上のような特典も有効ではあるが，そもそも土地所有者等が，PGCとハ
ンター・アクセスプログラムに加盟するという契約を交わすには，土地所有者
等が狩猟者のパブリック・アクセスを道理にかなったものとして受け入れ合意
する必要がある。そのため，どのタイプの狩猟なら受け入れることに合意す
るかということも選択できるようになっており，具体的には，「シカやクマの
ような大物（Deer/Bear）」，「ターキー（Turkey）」，「小さな狩猟鳥獣（Small 
Game）」「わな猟（Trapping）」等の種別が準備されている。
このようにPGCは，狩猟者と土地所有者等との長い協力の歴史を培ってき
ている。この協力関係こそが最も重要なものであると総括されている。
（２）RULWA制定の背景とPGC
ペンシルバニア州では毎年90万人とも100万人とも言われる狩猟者に免許
を与えている。人口はおよそ12百万人であるから，12人に１人は狩猟免許を
持っているという計算になる。ただし狩猟者人口は減ってきており（図1），
PGCでは若者を中心とする育成プログラムがある。PGCのホームページ（以
下，「HP」という。）によれば60，18歳以上であること又は親の同意を得てい
ることを申告すれば，要望に応じた「狩猟者教育講習（Hunter Education 
60　HP http://www.portal.state.pa.us/portal/server.pt/community/pgc/9106h (2013年11月
23日及び2014年12月8日閲覧 )。
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Class）」の所定のコースが選択でき，受講申し込みできる仕組みになってい
ることが確認できる61。なお，親の同意があれば， 11歳から「基礎的なわな講習
Basic Hunter-Trapper Education （HTE）｣ の受講は可能であり，多くの保護
者がその子女に受講を勧めているようである。
図１：ペンシルバニア州の狩猟免許保持者（HPを参考に筆者作成）
なお，免許の費用は，PGCを設立・維持し，狩猟用の土地を購入する費用
にあてられてきた。PGCのHPを見れば地図上に，狩猟可能な土地が示され
ており62，その箇所にカーソルを合わせれば，土地所有者等からの要望や狩猟
可能な狩猟鳥獣の情報が得られるようになっていることからも，狩猟者へのサ
ポートシステムが大変整っていることが確認される。
61　HP http://www.portal.state.pa.us/portal/server.pt?open=514&objID=584869&mo
de=2(2013年11月23日及び2014年12月8日閲覧 )。
62　PGC Mapping Center: pgcmaps, pa, gov/pgcpublicviewer/
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図２：PGC2012年度歳入（GAME FUND63 等を元に筆者作成）
　ちなみに，2012年6月30日までのPGCの1年間の歳入は，92百万ドルで，
日本円では約109億円（1ドル=118円で換算）であった。その歳入は以上のと
おりである64。連邦政府補助は，2008年の農業法（Farm Bill）改正を受けて創
設された連邦政府の補助金である，農務省のVPA-HIP等が充てられている。
この補助金でPGCは2011年に，260の土地所有者等に所有されている40, 152
エーカーの土地をオープンアクセスに供した65。
そして2011年から2012年の支出（2012年6月30日まで）は，次のようにな
る66。
63　Game Fund, STATEMENT OF CHANGES IN FUND BALANCE. For the Fiscal Year 
Ended June 30, 2012, PENNSYLVANIA GAME NEWS84（1）, 20-27（2013）.
64　Id. at 21,24-26．
65　The Wildlife and Sport Fish Restoration Program of the U.S. Fish and Wildlife Service 
& The Association of Fish and Wildlife Agencies, Supra note 59.
66　Game Fund, Supra notes 63.at 22, 26-27.
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図３：PGC2012年度支出（GAME FUND等を元に筆者作成）
行政がその予算の多くを割いて，地域の野生動物という資源の管理を積極的
に行っている様子が確認できる。なかでもペンシルバニア州における狩猟用の
多くの土地は私有地である。多くの狩猟者がフィールドに出ていくと，ある者
は足首をねんざや，腕や足を骨折することがあった。加えて，PGCは，彼ら
の土地で狩猟を許してもいいと考えている農業従事者や土地所有者らから意見
を集めた。丹念に意見を集める中で彼らから聞かれたのは，責任（liability）
に関してであった。すなわち，土地所有者らは，その所有する土地上での事故
や事件に対しての一定の責任が問われていたのであり，もしも彼らが狩猟者に
パブリック・アクセスを認めた場合には彼らへの責任から免れる又は減じられ
る制度の創設を望んでいることがうかがえた。よって，PGCは，不動産の危
険な場所等を例外とする，効果的な免責に係る法制度を考え出した。
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そこで，制定されたのがRULWAである67。1965年3月に，ペンシルバニ
ア州議会を通過した「1965 P.L. 1860, No.586」であり，翌年２月に施行され
た68。RULWAは，土地所有者等の責任を軽減することによって，彼らの土地
を利用者から費用を徴収するとことなく公衆のレクリエーションに供すること
を奨励することをねらいとしている（68P.S.Sec.477-1）。ここで「土地所有者
等（Owner）」とは，土地に関わる利益の「所有者，借地人，賃借人，占有者，
又は土地を管理している者69（Occupant or parson in control of premises)」で
ある（68P.S.Sec.477-2（2））。
このようにRULWAは，レクリエーション活動の結果としてその土地上で
生じた事故（けが）や事件等に対しての，土地所有者等の責任を制限すること
によって，このパブリック・アクセスの確保というゴールを達成しようとして
いる。なお，RULWAの対象となる「土地（および水）（land）」は「土地，道路，
水，水路，私道や建物，不動産に附属する構造物や機械や設備」である（68P.
S.§477-2（1））。
（３）RULWAの内容
RULWAは「伝統的な土地所有者等の責任（traditional landowner liabil-
ity）」と，彼らの「私有地をパブリック・アクセスに供することにより公衆を
招き入れレクリエーション活動を許可したことによって生じる責任」のいずれ
をも制限している。前者はコモンローに由来するものである。後者は本来であ
れば，招き入れたという点を持って，違法侵入者に対する責任よりも重いもの
と想定されている。このように原則として招き入れた公衆に対しての責任は重
67　本稿においてRULWAに関する記述の多くは, PGC法制担当であるBrad Bechtel氏
（Chief Counsel）からいただけた法制度セミナー用資料LANDOWNER LIABILITY 
AND HUNTING ACCESS等とそれに関する私信，及び JOHN M. BURKOFF, 14 WEST’S 
PENNSYLVANIA PRACTICES 6th EDITION（2010）による。
68　1965 P.L.1860, No.586, effective February 2,1966.
69　ここで裁判所は，「管理する（control）」は，法的権限もしくは経営権，指導監視の権限，
または規制か統制する権限をもつことであると判示している。See Stanton v. Lackawanna 
Energy, Ltd., 886 A. 2d 667, 584 Pa 550 (Sup. 2005).
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くなるべきところ，RULWAは，招き入れることにしている土地所有者等の他
者に対しての責任を，むしろ「不法侵入者に対しての責任（但しRULWAに
おいては，伝統的な土地所有者の責任に近いものほどに減じている）」の程度
に下げているところが特徴的である。
ここで，「不法侵入者に対しての土地所有者等の責任」として具体的に挙げ
られるのは，誰かが入るかもしれない場所に危険があるのであれば，危険な場
所を警告するということである。例として，水面下に石があるとわかっている
場合であれば警告（標識）することである。ただし，この責任を果たしている
場合には，当該石で遊泳者が頭を打った場合には，「不法侵入者に対しての土
地所有者等の責任」は十二分に果たされているといえ，公衆のレクリエーショ
ンのために土地を開放しているのであればなおさら，原則として土地所有者等
の責任は免責されることになる。
「伝統的な土地所有者の責任」に関しては，RULWAは，§3及び6で土地所
有者等の責任を次のように規定している。土地所有者等は他人のレクリエー
ションにその土地を供した場合には土地を安全に保つための義務も，土地上
の危険な箇所を警告する義務も一切負わない（68P.S.§ 477-3）。ただし，「故
意若しくは害意があって修理や警告を怠った場合」と，「レクリエーションに
利用するに当たって費用を徴収している場合」はその例外となっており（68P.
S.§ 477-6（1）（2））「伝統的な土地所有者等の責任」はRULWAがなかった
場合に所有者にかせられる責任のいくつかであることがうかがえる。
§4（68P.S.§477-4）においては，以上とは異なる整理方法で土地所有者等
の免責基準を呈示している。
「土地所有者等が，直接と間接とにかかわらず，費用を徴収することなしに
誰かをその土地上でのレクリエーションに招待し許可した場合は免責される。
（１）他の目的には援用しない。
（２）ケアを伴う法的な地位をもつ招待された人や許可された人に対しては援
用しない。
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（３）人々の作為もしくは不作為によるどんなけがや財産上の損害に対しても
責任は推定されない。
（４）当該人や財産がどこに位置しようとも，34Pa.C.S.§102における「狩猟」
をする人々の作為もしくは不作為によって生じた，いかなるけがや財産上の損
害に対しても責任は推定されない。」
（４）RULWAの若干の解釈
ここで，68P.S.§477-4（4）において「狩猟」という表現が出たところで，
RULWAに関する判例の解釈等で，特に「狩猟」に関するものをいくつか列挙
しておく。
68P.S.§477-4（1）に関しては「レクリエーション目的（recreational 
purpose）」であるかどうかが問題になる。条文（68P.S.§477-2（3））では，「狩
4
猟
4
，魚釣り，水泳，ボート，レクリエーション利用の商業的ではない航空機（ヘ
リコプター，グライダー，気球等を含む）や超軽量の操作する航空機（ヘリコ
プター，グライダー，気球等を含む）等，キャンプ，ピクニック，ハイキング，
ドライブ，自然観察，水上スキー，ウオータースポーツ，洞窟探検，歴史的な
考古学的な楽しみ，観光等が挙げられている（傍点は筆者による）。その範囲
については，裁判で，自転車70やスノーモービル71やジョイライディング72が，
レクリエーション利用に当たるかどうかということが争われていて，それらが
含まれることが確定している。ここで，特筆すべきことは，RULWAは「狩猟」
をレクリエーショナル利用であると認めていることである。
更に，RULWAの示す「土地（land）」は，道路，水，水路，私道や建物，
不動産に附属する構造物や機械や設備である（68P.S.§477-2（1））。判例73
70　Dimino v. Burough of Pottstown, 129 Pa.Cmwlth.154, 564 A.2d 1329 (1989).
71　Commonwealth, department of Environmental Resources v. Auresto, 511 Pa.73, 511 
A.2d 815 (1986). 
72　Baran v. Pagnotti, 402 Pa. Super.298, 586 A.2d 978 (1991).
73　Rivera v. Philadelphia Theological Seminary of St. Charles Borromeo, Inc., 510 Pa.1, 
15, 507 A.2d 1 (Sup. 1986). 
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は，土地所有者がその土地を公衆のレクリエーション利用に供するのを推奨
しており，辺境の地域同様に都市域の工地や水辺（water areas）もその対象
とする土地に含まれるとする。ただし，市営の屋外スイミングプールについ
てはRULWAの landには該当しないとの解釈を示している74。なかでも「建物
（buildings）」と「構造物（structures）」に関しては，こうした，RULWA
における ｢土地｣ として法の適用の有無の解釈においては，土地を改変して利
活用しているかそうではないか（improve or unimproved）ということも問題
になる。スイミングプールは土地を改変して利活用していることになるとい
うことでもあり，RULWAは土地の改変を推奨していないことがうかがえる。
他方， Rivera判決とは反対の様相を呈しかねないが，ペンシルバニア州最高裁
は，ゴミ投棄場をさまよい歩いて，その地が発散するガスによってぐったりと
なった狩猟者がいた場合においても，ゴミの埋立地はRULWAによって保護
されていると判示している75。ここでは土地の価値を高めているかどうかの議
論はなされていないが，ゴミ投棄場が，（但しいずれは埋立され再植林され森
づくりがなされるという予定だったのではあるが，）この当時は土地のを改変
して商業的利用をされていたことは明らかである。このように，裁判所は，商
業的な利用とはいえ，一般的なモラルを踏まえた利用をしており，いずれは二
次的な自然を創生してレクリエーション利用に供していくような試みを行う土
地所有者を大変奨励していることが確認できる。
３．RULWAの見直し――Burns vs. Wetzel問題
（１）Burns vs. Wetzel問題
次に，ペンシルバニア州では，判例や，狩猟者が関わる事件を介して，この
RULWAの見直しもしてきている。有限責任レクリエーション法は， 狩猟者ま
たは釣り人の活動や状況の拡張をすべく改正が続けられているということが指
74　Ithier v. City of Philadelphia, 585 A. 2d 564, 137 Pa. Cmmlth. 103 (1991).
75　Friedman v. Grand Central Sanitation,Inc., 524 Pa.270, 571 A.2d 373（1990）．
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摘されているが76，本事例は土地所有者をより厚く保護することで安心感を与え
て狩猟者にアクセスを可能とさせ続けるものであり，興味深い事例といえよう。
すなわち，狩猟者グループと土地所有者グループとの間のコンセンサスを制
定法に織り込み，より適切な関係性を築こうとしているのである。よって，そ
うした模索の事例として紹介する。なお，本節の記述は，地元の新聞記事及び
PGCのBrad Bechtel氏からの提供資料等（裁判資料含）による。
2007年，Lehigh Countyにおける１つの事件が狩猟者のグループに衝撃を
与えた。Casey Burns vs. Wetzel and Haas, Nos.2005-C-0848と2006-C-0467
（Lehigh County CCP）の事件である。
2004年11月，おなかの赤ちゃんの父親との結婚を控えた妊娠6カ月の若い
女性（Casey Burns, 18歳）が，正道からはなれた狩猟者の弾丸に頭部を撃た
れたのである。農場の近くのドライブウェイで駐車させた車の中に座ってい
た時のできごとであった。銃を撃った狩猟者（Craig.T.Wetzel, 48歳）が，果
樹園（orchard：Daniel W.Haas1が所有するもので，祖父の代から経営して
いた140エーカーのイチゴ畑）で狩猟をしていたときの出来事であった。この
女性は病院へ搬送され，やがて回復し話したり歩けるまでになった。彼女は
2005年2月に出産し，娘を授かった。そして，2005年3月に，狩猟者と土地所
有者等の過失を訴えたのである。
このケースは，陪審裁判に付された。裁判所は，狩猟者とその土地所有者に，
それぞれ90：10の過失を認定し，慰謝料もそれに応分して請求する判決をく
だした。
原告の弁護士は，この事件においては，狩猟者が，まずもって不注意であっ
たことと，そして周囲を家や道路に囲まれたところで狩猟をしていたことに過
失あるとした。さらに，土地所有者等も，彼の土地上での狩猟を許すべきでは
なかったのに許可したのであるから，土地所有者等としての責任を果たすべき
76　Tommy L. Brown & Terry A. Messmer, Supra note 21 at 278.
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ところを怠ったと主張した。当該弁護士は，土地所有者等は，「近隣に注意を
払わなかった」のであるから，狩猟者だけを責めることはできないと述べたの
である。
勝訴の後で，この原告の母親が言った。「この判決がPGCに，私のメッセー
ジを伝えてくれることを期待しています。その土地上で狩猟を許す土地所有者
等には何らかの責務が課されるべきです。」と。
被告である狩猟者はPGCに嘆願し，6カ月の執行猶予がついた。彼の狩猟免
許は5年間停止された。
もう一人の被告である土地所有者等は，狩猟者は30年にわたり小動物やシ
カを狙う猟をしており，何の事故もなく過ごしてきたため，土地所有者等は彼
の狩猟に疑念を抱く必要がなったことを主張した。
しかしながら，裁判官は，土地所有者等がその地で狩猟を許可したら，土地
所有者等は，他者を害しないように狩猟者を管理し道理にかなった措置をとる
義務があると判示した。土地所有者等は，彼自身が他人を管理することができ
るか又は管理することができるという理由があるかどうかを見極めねばなら
ず，狩猟者管理の必要性を知らねばならないとしている。これは，州内全域で
その所有する土地上での狩猟を許可している土地所有者等への課題を提示して
いるともとれた。
この裁判の過程で，狩猟者グループは，まずもって土地所有者等を守るため，
RULWAに欠缼があると主張した。本件の場合には，被害はレクリエーション
に供された土地上で発生しておらずRULWAは，土地所有者を守るすべを持
たなかったからである。そして，土地所有者の責任が減免されないことは，狩
猟可能地域を狭めることにもつながると判断したからであった。加えて，土地
所有者達のグループも法改正を主張した。というのも，当時のRULWAのま
までは，たとえ狩猟動物が彼らの土地を荒らそうとも，彼らの土地上における
狩猟者たちへの責任は大変なリスクであり，彼らにとっては土地を開くことは
決して利益ではないと受けとめられたからであった。
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（２）RULWAの改正
このようにして，狩猟者達のグループからは，RULWAの欠缼のため狩猟者
が狩猟可能地域を得られないことへの不満が提示され，土地所有者達のグルー
プからもその責任をより免責するための法改正が主張された。ゆえに両グルー
プが法改正を望んだため，州議会は，RULWAの改正法案77を提案した。結果
として68P.S.§477-4（4）を加えたのである。
この条項は，「（4）当該人や財産がどこに位置しようとも，34Pa.C.S.§102
という大変広義の狩猟又は狩猟者という定義（違法な狩猟方法や違法行為も含
んでの）における狩猟によって生じた，それらの人々の作為もしくは不作為に
よるどんなけがや財産上の損害に対しても土地所有者の責任は推定されない。」
と規定する。すなわち，私有地に合法的に又は違法に狩猟者が侵入して起こし
た事件（特にその土地上ではないところに位置する人や財産へ）の責任は，土
地所有者等には帰せず，標的を狙って発射しその行為の結果を生じさせた人の
責任に帰するということになったといえる。
従来から，「狩猟者のグループが大金（big buck）をプールしてもRULWA
に影響を与えることができない。彼らは，土地所有者等の「メンバーシップ
（membership）」を伴う「無料（free）」での使用を主張するが，それには問
題が多くRULWAの免責条項を台無しにしかねない。」との指摘があった。賠
償額の多寡ではなく，やはり狩猟者の狩猟可能地域を狭めないためには，本件
のような土地所有者等との合意や調整をもり込んだ法政策が有効である。制定
法で裏付けされた綿密な土地所有者との責任配分が求められているといえる。
そのため以下のことがPGCにより奨励されている。もしも土地の所有者が
その土地を公衆の「狩猟」に供するために開くことを検討しているのであれば，
次のように勧めたいとしている。「お金は取ってはいけません」「その土地上に
危険な場所があれば，警告しましょう（明白な危険があるかどうかにかかわら
77　Supra note23.
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ず）」「自然景観を改変したり何かを建設したりとしているならば，安全に行い，
安全を維持しましょう」である。このような常識的なルール遵守が，彼らの土
地を狩猟に供させようとする土地所有者等の法的安全を確保することにつなが
り，ひいては彼らの心を平穏なものとするといえる。
ただしこの「お金を取ってはいけない」の部分については，レクリエーショ
ナル利用については無料でということになり，土地の利用者が付随的に料金を
集めて行うイベント等には適用されない。彼らはRULWAの免責条項を活用
することができる。協会のピクニックにおけるビンゴ等はその好例である。
（３）ハンター・アクセス・プログラムに加入する土地所有者等の保護
ここで，2007年にまとめられたパブリック・アクセス・プログラムに加入
した土地所有者の意見のまとめ78を見ると，このプログラムがFarm Game 
ProgramやSafety Zone Program等という他のプログラムより親しみを持た
れていることが分かる。また土地所有者等への不法侵入者排除の仕組みについ
ての直接的な質問においては，不法侵入者排除のサインが欠かせないというも
のや，狩猟者は免許を持てばどこでもはいれると思っているという怒りを込め
たコメントもある。そして，パブリック・アクセス・プログラムを継続してほ
しいという多くの声が寄せられている。
なかでも注目すべき点として，土地所有者等が気にしているのは，彼らの責
任に関することであることがわかる。何よりも法廷（裁判・もめごと）から
土地所有者を守ることを1番に考えてくれという切実な要望もある。併せて，
PGCとのコミュニケーション・ギャップを訴えるもの，すなわちPGCからの
情報はあるが何が土地所有者等にとってメリットになるのかがわかりづらいと
いうものもあった。
パブリック・アクセス・プログラムに加入した理由を土地所有者に尋ねた結
果が以下である。大勢は，このプログラムを継続発展してほしいとしている。
78　Survey of Participants I. Pennsylvania's Public Access Program: Landowners survey 
2007.
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図４：土地所有者達のパブリック・アクセス・プログラムへの加入理由
（Survey of Participants I.Pennsylvania's  Public Access Program ：Landowners 
survey 2007を元に筆者作成）
PGCに寄せられる土地所有者からの質問とその回答からも，土地所有者の
関心がその責務であることがわかる。その主たるところを以下に挙げる。
・RULWAは，土地所有者等は訴えられないということですか？
いいえ，そうではありません。弁護士がRULWAの条文を適用して主張す
ることで，訴訟にかかる費用の支払いを低く抑えることができるということで
す。
・PGCは私の弁護士費用を支払ってくれますか？
いいえ。PGCは，他の土地所有者と同様の地位にあります。事実として，
PGCは1.4百万エーカーの狩猟用の土地を所有していますから，土地所有者等
の中でも最も多く訴訟を抱えています。だから保険にも入っていますし，弁護
士も雇用しています。ですからあなたもまず最初に保険代理店と話し合ってく
ださい。
・パブリックアクセス協力者（Public Access Cooperator）になるためには？ 
専門家による法的な内容の説明と狩猟動物の生息地に関する相談等を踏ま
え，特に都市部ではなく狩猟に適した地であることを少なくともPGCのス
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タッフ1名が確認した上で，協定書（Public Access Cooperator Agreement）
にサインを交わします。そうすることによって，法廷でもあなたはこの主張が
できます。あなたの土地に特別な事情があれば弁護士と相談してください。
・私は次のように聞きました。もしも誰かが私の土地の上で狩猟をしていて他
の誰かを撃ってしまった，そしてそれは他の土地の上にいる人であったにもか
かわらず，私は訴えられると聞きましたが。
2007年にLehigh Countyで事故がありました。このときには，おなかの赤
ちゃんの父親との結婚を控えた若い女性が，正道からはなれた狩猟者の弾丸に
頭部を撃たれました。農場の近くのドライブウェイで駐車して車の中に座って
いた時のできごとでした。狩猟者とその果樹園の所有者は，彼女の負傷に対し
て責任を負わねばならず，このような犯罪が起きた場合には，その土地上で狩
猟を許可している土地所有者には10％の瑕疵責任が課されました。しかしな
がら，このケースをうけて，狩猟者グループは，土地所有者等を守るために
RULWAの瑕疵であると主張しました。その後狩猟者グループは改正案を主張
して，土地所有者等には瑕疵責任が課せられないことになっております79。
４．日本法への示唆
（１）ペンシルバニア州法における土地所有者と狩猟者との調整の特徴
以上を踏まえ，日本法において，狩猟者と土地所有者の関係整備していく上
で必要となってくる考え方（法理）と手法について若干の試論を行う。
前述したが，米国では， 2004年当時には約29の州（27の州法と，類似の仕
組みのメイン州とルイジアナ州）で，州法もしくはコモンローにより掲示法
（可猟地域でも入るな，狩猟するなというposting ができる制度：反対に言え
ば，狩猟は皆ができるものであり，狩猟者に排他的権利を主張したいのであれ
79　地元紙のいくつかを閲覧すると , 狩猟者グループと土地所有者等グループの双方が改正を
主張したようであるが，PGCの質問コーナーには狩猟者グループが法改正を申し出たと記
されている。
471
－56 （　  ）－
ばpostingをせねばならないということになる，すなわち土地所有者等からす
れば狩猟者には不公平な特権が与えられているともいえる）が施行されてい
る。ペンシルバニア州は，歴史的に万人の狩猟に対する権利を認める歴史を持
ち，現在では掲示法ではなく，刑法における不法侵入の条項及びRULWAで
規定している。さらに，そのRULWAも改正されながら土地所有者等と狩猟
者及び地域住民との関係が保たれていることになる。
ペンシルバニア州裁判所80は，特に狩猟に関しての法ではないが，18PA.
CONS.STAT.ANN.§3503（West2000）Criminal Trespass（不法侵入条項）
の解釈として，「標識でもフェンスでも囲われていないオープンスペースでは，
公衆のレクリエーショナル利用に供される。特に，田舎のカウンティで狩猟
4 4
や
アウトドアスポーツに供されるところには共通して当てはまる。（傍点は筆者
による）」と判示している。この法のみによっては解決されづらい問題， 最た
るものとしては土地所有者等が標識も立てずフェンスで囲うこともしなかった
場合，すなわち狩猟者に狩猟を許していたと受けとめられる態様であった場合
に狩猟者が事故を起こしたときに土地所有者等に課せられる責任については，
公衆のレクリエーション利用に供するならば土地所有者の責任を免責するとい
うRULWAがある事と，それを元にPGCがハンター・アクセス・プログラム
を展開して土地所有者等と狩猟者の双方のバランスを取っていることが特徴的
である。
（２）日本法における土地所有者と狩猟者との調整の特徴
ここで日本法との比較をするにあたり， 前述のペンシルバニア州の不法侵入
条項はいわば日本の鳥獣保護法の第17条の類似のものといえ，いわゆる「乱
場」に近いものととらえうる。よってここで，日本法における「乱場」に関し
て概略ではあるが踏まえておく。
まず近世においては「四足」の動物を食べることは野蛮とされ想定されてお
80　Commonwealth v. Sweeley, 29 Pa.D&C.4th 426, 433 (C.P.1995). 
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らず，ゆえにイノシシやニホンジカの捕獲を禁じる法度も発出されていない。
しかしながら人々の貴重なたんぱく源であったようである。ただし，鷹場にお
ける鷹の餌となる鶴，白鳥等の鳥類の狩猟は禁じられていた。鷹狩りは領主
（主として将軍）のものであったが，農作物に支障のない時期に行われていた。
その後，幕末になり鷹場村落に鷹場廃止の法令が発布された。例として関東の
鷹場村落に対するものとして，慶応3卯年（1867年）11月23日に「当分鷹狩
りをしないので鷹狩りを前提とした規則を緩和する」との覚が出されたことが
確認できる81。これにより鷹場は廃止され，鶴，白鳥の狩猟は許されたが，農
民保護のため鉄砲と田畑を踏み荒らす行為は禁止された。これらの項目の遵守
義務は，鷹場役人制度が幕末には廃止されていることからも，当法令により村
にかせられた。鷹場の廃止とともに，領主がしていた行為を領民もできるよう
になったと考えれば，鷹狩りという広域で狩猟する行為の制限の撤廃とうけと
められよう。ただし，鷹狩り自由化とはいえ鷹匠は朝廷のおかかえとなってお
り，元領民が鷹狩りそのものをするようになったわけではない。
林野庁の資料82及び法改正に関する資料（帝国議会会議録）等によれば，江
戸時代の禁猟政策への反動もあり，明治初頭には鳥獣の乱獲がなされたもの
の，明治6年（1873年）まで放任されてきた83。明治6年（1873年）には鳥獣猟
規則84が公布された。その第12条には，「猟ヲ禁スル地ニ非スト雖モ田畑植物
ヲ踏荒シ且樹木ヲ毀損スルコトヲ厳禁ス」とある。すなわち乱場であっても，
作物を踏み荒らし樹木を損傷することは禁じられたのである。その後も公共の
危険防止のために改正は続けられ，明治7年（1874年）11月10日太政官布告
第122号による第3次改正においては土地所有者との調整を図るために「地券
ヲ所持スル土地ノ所有者其ノ土地ニ於テ他人ノ銃猟スルニ差支アルトキハ其ニ
81　石井良助・服藤弘司編（1992）『幕末御触書集成第二巻』524頁。
82　林野庁（1969）『鳥獣行政のあゆみ』林野弘済会。
83　林野庁（1969）前掲82）6頁。
84　明治6年（1873年）1月20日（鳥獣猟規則）第25号。
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時間中第七条ノ制札ヲ建テ其ノ周囲ニ縄張又ハ仮囲ヲ設ケ置クヘシ」と規定
した85。当時は密猟や乱獲がしきりと行われており，野生鳥獣の減少は著しく，
鳥獣の保護の必要性が検討され始めていた。こうしたなかでの公共上の危険防
止の観点は，狩猟者による危険防止が主たる論点であったのであり，この背景
の下で明治25年（1892年）10月5日狩猟規則86が公布された。その第4条7項
には「欄，柵，囲障ヲ設ケ又ハ作物植付アル他人ノ所有地但所有者又は管理人
ノ承諾ヲ得タルトキハ此限ニ非ス」，と明記され第31条に罰則も規程された。
加えて，17条後半には，「猟区設定ノ場所他人ノ所有ニ係ルトキハ先ツ其ノ所
有者又ハ管理人ノ承諾ヲ受クヘシ」とあり，私人による猟区の設定が制度化さ
れた。
ここで，第4条7項等の規定は明治7年（1874年）の第3次改正を引き継い
だものといえるが，明治25年（1892年）12月6日の貴族院議事録87によれば，
改正の理由は農商務大臣伯爵後藤象二郎が「作物植付アル田畑等ヲ侵ス者アル
トキハ之ニ加フルニ制裁ヲ以テシ特ニ土地所有権ヲ保護シタルモノナリ」と説
明している。
この狩猟規則はその誕生過程から疑義及び議論を巻き起こし，3年間の議論
を経て明治28年3月狩猟法88制定を持って幕を閉じた。その第4条7項は「欄，
柵，囲障又ハ作物植付アル他人ノ所有地及免許ヲ受ケタル他人ノ共同狩猟地但
シ所有者又ハ管理人ノ承諾ヲ得タルトキハ此ノ限ニアラス」とあり，ほぼ現行
法の原型が出来上がったと見て間違いないと思われる。狩猟規則の流れを汲ん
でいるが，狩猟法においては，私人による猟区の設定は廃止された。廃止にあ
たり，貴族院で狩猟法案に関する次のような議論がなされた。谷干城子爵が猟
85　林野庁（1969）前掲82）9頁。
86　明治25年（1892年）10月5日公布（狩猟規則）勅令第84号。
87　貴族院議事速記録第三號（明治25年12月7日）21頁。貴族院議員子爵新荘直陳と三浦安
による，そもそも鳥獣規則を法律ではなく勅令を持って改廃したことに対しての憲法上（法
律上）の問題点を追及する質問であった。
88　明治28年（1895年）3月20日法律第28号。
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区制度をドイツと比較して「貴族の権力の強い即ち封建の余習のようなもの」
と評している。また，職業的狩猟者が「猟をする所のない様になるであろう」
とも述べている89。これを裏付けるように，現実的には独占的な猟区（会員制
に類似）となりそこに多くの弊害が出たためではなかろうかという記述もあ
る90。土地所有権への配慮及び自由狩猟とのバランスにより現在の「乱場」の
原型とも言える体制が出来上がったと推測される。
（３）日本法への若干の示唆
ペンシルバニア州の事例から学べることは，一点目として，RULWAという
レクリエーションに関する法が，野生鳥獣の個体数管理のための捕獲という場
面における土地所有者等と狩猟者及び地域住民との利害関係調整に奏功してい
ることである。更に，RULWAを改正しながらPGCが積極的に各種プログラ
ムを展開し，土地所有者等と狩猟者への啓発を行っていることが評価できる。
日本法では，私有地での狩猟は，狩猟をおこなうための土地所有者の許可・同
意は，柵等で囲む又は不許可の意思が明示されない限りは慣例的に不要とされ
ている。いわゆる「乱場」方式であるが，この現行法17条の条文の解釈が浸
透しているとはいえない。よって本条項制定後も，法律や条例で，及び関連す
る行政機関によって，土地所有者と狩猟者との関係を整理して改善していく試
みが不十分だったのではないかということがいえる。筆者はそもそも近代法の
中への猟場に関する取り込み過程にいくばくかの不十分さがあると思っている
が，それが補完及び是正されないまま現代に引きつがれている点，そして現代
型にルールメイキングを行って条文化できないでいる点に問題点があるといえ
ると考えている。
二点目に，RULWAでは土地所有者等の責任が減免されており，いうなれば
減免の対象となる工地所有者等の責任が存在することが特徴的である。このよ
うに米国法においては，土地所有者等には日本法よりは重い義務が課せられて
89　貴族院議事速記録第五號（明治26年12月8日）65頁。
90　林野庁（1969）前掲82）14頁。
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いる点を政策的に利用しつつ，判例や各種事案を制定法制にいち早く取り入れ
ることで，土地所有者と狩猟者との対立構造を素早く回避しながら，地域のコ
ンセンサスを図ろうとしている点が評価できるといえる91。
Burns判決では，自身の所有する土地の上で不法行為があった場合に土地所
有者が全く関与していいなくとも土地所有者であるというだけで10％の瑕疵
責任が課せられた。また，柵などに囲まれていない土地には他人が入り込んで
も良いように危険個所に表示をするという伝統的な土地所有者等の責任と，彼
らの民有地に公衆を招き入れレクリエーション活動を許可したことによって生
じる管理責任がある。併せて土地所有者等の管理意識というものも明確で，各
種サインの使い分けや，掲示（posting）したり柵等で囲ったりするという意
思表示や，PGCとの狩猟者のアクセス権を確保するとの合意をするという意
思表示で，自身の土地を管理するという意識（stewardship）が高いという背
景がある。
こういう背景があってこそ，すなわち土地所有者等は権利のみではなく土地
の管理義務も担っているのであるから，その義務を果たすために各種の誘導的
な手法（経済手法（ポジティブインセンティブ，ネガティブインセンティブ），
91　日本においては，土地所有者等は，君主が有する主権や君主（政府）に帰属する最高位
の主権から，狩猟動物に関しての受託者という地位を与えられているという発想は受け入
れられがたいであろう。しかし，筆者は，君主（政府）に帰属する最高位の主権（inherent 
indefeasibly in the powers of government）と所有権を分離させるという発想及びレベッカ・
ルーベンス氏による論稿（Rebecca Lubens, The Social Obligation of Property Ownership: 
A Comparison of German and U.S. law, 24 Ariz. J.Int’l & Comp.Law389. (2007)）を糸口
として，以下のように解釈する可能性を模索している。すなわち，土地に関して，権原と通
常の所有権（民法206条の使用・収益・処分に供する権利）を想定して，それぞれの権利に
内在する義務というものを検討する。とすれば，通常の所有権は，憲法29条2項による「公
共の福祉」に服する部分であり，土地所有者等はそのように管理する責任を持つとも言いえ
るであろう。よって，狩猟（管理捕獲含む）という管理業務の公益性が増してくるのであれ
ば，土地所有者等自身が狩猟をせねばならない場面も出てくると考える。ゆえに，土地所有
者等自身が土地の管理方法の一つである狩猟ができないのであれば，他者（ここでは狩猟
者）による狩猟に服さしむるのが本来であり，これが所有権に内在する公共の福祉の発揮に
なる，とも構成できるのではないかと試論している。
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合意的手法，義務違反に対するサンクション手法，市民参画手法等）が活用で
きるといえる。よって ,日本法においても ,土地所有者等の権利に対応する義
務も，検討していくべきではなかろうか。
三点目に，土地所有者等の土地管理責任という問題である。日本法において
は， 「所有から利用へ」の動きがあり，土地所有者が，公益性を維持するため
のその土地の管理を行わないもしくは行えないのであれば，他のものが代わり
に管理をすることを拒めないという仕組みが出来つつある。筆者は，野生鳥獣
管理の公益性と必要性の認識が高まるにあたり，野生鳥獣管理にもこの仕組み
をとり込んでいく必要があると考えている。
この導入は農政分野で形をあらわしてきた。はじめに2009年（平成21年）
の農地法92改正では，所有者が不分明な遊休農地における利用を図る措置を新
たに設置した（農業委員会による調査・指導等：農地法30条以下）。続いて林
政分野でも2011年（平成23年）4月の森林法93改正で，森林地を新たに取得し
た場合には，届出が必要になった（森林法10条の7の2）。また， 1991年（平
成3年）の森林法改正時から「要間伐森林制度（市町村の長が，森林所有者が
その森林を整備しておらずその必要があると判断できる森林においては，施業
の委託を勧告でき，市町村長は調停申請を受けて裁定をすることができる制
度）」があり，2004年（平成16年）改正で強化されている。この動きは土地の
適正な利用という観点では空き家対策にまで広がっている。建築基準法等によ
り，管理が十分でない家屋を行政代執行する制度は設けられていたほか，従来
から景観の保全を目的とした条例等で，代執行を規定する例はあったが，2010
年10月の所沢市を皮切りに空き家特化型条例が相次いで制定された。所有者
不明で勧告，命令等を経て，代執行を実施できるとしている自治体も少なくな
く2012年（平成24年）には，秋田県大仙市にて初の代執行事案も誕生した。
92　昭和27年（1952年）7月15日　法律第229号。
93　昭和26年（1951年）6月26日　法律第249号。
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－62 （　  ）－
2014年11月には「空家等対策の推進に関する特別措置法」も制定された94。こ
のように，自分が管理できないのであれば，管理する人を受け入れましょうと
いう法整備が進められてきており，土地所有者の責任は確実に制定法の中で其
の形を現してきていると考えられる。
この流れを野生生物保全行政においても活用すること，すなわち土地所有者
が一定の公益性又は公役務性を担うような土地の管理が出来ない場合には，他
者の介入を阻むことがせきないというような制度設計をすること，言い換えれ
ば前提として第一義的には土地所有者にこそその土地上の野生動物の管理責任
が課せられているということを明確にしていくことが必要ではなかろうかと思
われる。さすれば，土地所有者と狩猟者との関係において，土地所有者はいか
にその責任を果たすべきかを考えるであろうし，地域全体での管理捕獲も促進
されると思われる。
そもそも野生生物の管理主体はだれかということになると，第一義的には，
州（State Ownership）と土地所有者等ということになる。ことさらシカに関
しては被害も大きいので， DMAP（Deer Management Assistance Program）
というプログラムによって土地所有者の意向が優先される形で進められてお
り，個体数管理の意識の高い土地所有者等にはシカを駆除する機会にもな
る。例としてWildlife Management UnitごとのLandowner Antlerless Deer 
Licenseというものがあり，土地所有者はそれを購入及び狩猟者に譲渡できる
仕組みもある。
ただし，日米いずれにおいても共通する限界としては，土地所有者等が意思
表示を個別にすることになり，広域管理が困難であることがあげられる。そも
そも野生動物は移動する存在である。すなわち，その生息が可能な生息環境
で分布が決まるのであり，まさしく当該地域生態系の一員として生息してい
る。とすれば，生態系とは関わりなく決定されてきた県境や地町村の境界及び
94　平成26年（2014年）11月27日　法律第127号。
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－63 （　  ）－
土地の境界は野生動物には関わりのないものといえる。ゆえに，土地所有権の
境界を乗り越えての移動が可能なものであるため，当該地域内の捕獲が許可さ
れていない区域に逃げられてしまうと手も足も出せないということになる。実
際に，ペンシルバニア州では，農地の隣に森林があって，森林所有者が意図的
に野生動物のサンクチュアリ（筆者が確認した事例では，農地の隣の森林が
WILDLIFE LAND TRUST加盟地であった）を形成している場合等は，農地
がハンター・アクセス・プログラムに加入しているとしても，広域管理が及ば
ず農獣害管理には限界があることが確認できる。
謝辞
執筆にあたり，ペンシルバニア州の土地管理局ゲームコミッションのMike 
Pruss氏（Private Land Biologist），Gary R.Camus氏（Chief， Federal Aid 
& Grants Coordination），及びBrad Bechtel氏（Chief Counsel）には大変お
世話になった。殊に，Mike Pruss氏には，ご自身の農場に隣接するご自宅に
お泊めいただき，各種の実見及び体験をさせていただけたことに深く感謝申し
上げる。また，日本法における近世から近代における狩猟文化及び所有権につ
いては，原史彦氏（徳川美術館学芸部・企画推進部部長代理）のご指導を得ら
れたことにも感謝申し上げる。
本研究は，平成26-28年度JSPS科学研究費（基盤研究（B）「自然環境（特
に野生生物等の天然資源）の保全の観点からする私的所有制度の再検討」（課
題番号26285024：研究代表者　富山大学准教授　高橋満彦），および平成25-27
年度JSPS科学研究費（基盤研究（C））「所有権の内在的制約を自然資源管理
の観点から考える―重層性と協働性に着目して」（課題番号25380142）の研究
成果の一部である。
提出年月日：2014年12月8日
479

『富山大学紀要.富大経済論集』第 60巻第 3号正誤表 
 
頁 注 誤 正 
31(447) 19 (West 2000)Cnininal Trespass. Criminal Trespass. 
 
